畜産関係施設貸付事業に係る特認借受者による申請手続
　公益財団法人畜産近代化リース協会
平成29年4月
　畜産関係施設貸付事業においては、リースできる機械施設の種類の範囲を、またリースする機械施設の種類ごとにリースできる相手先（以下「借受者」という。）を定めています。
それ以外に、畜産近代化リース協会理事長が特に必要があると認めてリースすることがあり、その場合のリースする機械施設を「特認機械施設」、借受者を「特認借受者」といいます。
「特認機械施設」のリースにあっては、通常の申請手続と同じです。
一方、「特認借受者」のリースの場合は、与信を行う必要がありますので、本申請手続が必要となります。
ご不明な点等がありましたら、遠慮なく畜産近代化リース協会（以下「リース協会」という。）までお問い合わせください。

１　導入する機械及び価格の決定

特認借受者は、リースを受けようとする機械を選定し、その機械の販売業者と交渉し購入価格を決めて見積書をもらってください（見積書の様式は、特に指定されていません。）。

見積りの際、注意していただきたいことは、次のとおりです。

(1)　見積書のあて先は、「公益財団法人畜産近代化リース協会　理事長」としてください。

(2)　見積書の有効期限及び代金の支払条件について記載する場合は、「貴協会の指示による。」と記入してください。

(3)　代金の支払は、リース協会が販売業者から請求書等（①請求書、②検収調書・受渡書、③機械のカラー写真）を受理した日から起算して40日経過後の原則として15日又は月末に販売業者が指定した金融機関口座に振り込みます。

２　特認協議書の提出
特認借受者は、事業所が所在する都道府県の畜産主務課室を通じて、リース協会に「特認協議書」（様式は別紙１）を提出してください。

なお、提出に先立って、特認協議内容の概要をリース協会にご相談していただければ、その後の事務手続を円滑に行うことができますので、できるだけ早めにご連絡ください。

「特認協議書」の記入項目のうち、「事業の概要（又は経営の概要）」欄については、「会社案内」、「パンフレット」、「事業報告書」等事業の概要がわかる資料を添付してください。個人農家等でこのような資料がない場合には、現在の経営規模、規模拡大等の状況、法人化の状況、従事者、経営の特色、地域における活動などを記入した資料（様式は別紙２）及び新聞、雑誌、テレビなどで紹介された例等があればその資料をコピーし、添付してください。

【特認協議書と同時に提出する書類】

①　団体の場合は、定款・規約等、直近年次の事業報告書及び決算書類（貸借対照表、損益計算書等）
②　販売業者の見積書及びカタログ（設計図）
③　都道府県畜産主務課長の意見書（この意見書については、事業所所在地の都道府県畜産主務課にご相談ください。全国団体等の場合は、不要な場合もあります。）

このほか、リース協会が特に必要とする資料があるときは、ご連絡します。

３　特認の承認
提出いただいた特認協議書を審査し、畜産近代化リース協会理事長が承認した場合は、直ちにリース協会から借受者にその旨を文書により通知します。

４　貸付申請書の提出
特認借受者は、リース協会からの特認承認の通知を受けたときは、「貸付申請書」（所定の様式があります。）を提出してください。

なお、借受者は、リース金額に応じ、金融機関や連帯保証人などによる債務保証措置が必要となる場合がありますので、リース協会とご相談ください。

５　貸付契約の締結

貸付契約の締結は、次の手順で行います。　

(1)　リース協会は、「貸付申請書」を審査して「貸付契約書」（所定の様式があります。）を2部作成し借受者へ郵送します。

(2)　特認借受者は、郵送された「貸付契約書」の内容を確認し契約手続（記名・押印）を行い、記名・押印した「貸付契約書」を、リース協会へ１部返送してください。「貸付契約書」は、貸付期間終了まで保管してください。なお、リース協会は、貸付契約の締結と並行して機械の販売業者と売買契約を締結します。

６　機械の納入
貸付契約と売買契約双方の締結が行われたのち、販売業者が機械を納入します。借受者は、納入された機械について検収を行ってください。この際、「検収調書・受渡書」（リース協会ホームページに掲載してある所定の様式をご使用ください。）を作成していただきます。

７　リース料の支払い
特認借受者は、貸付契約に基づき、３月末と９月末の年２回リース料を支払うこととなります。支払時期近くになりましたら特認借受者に請求書をお送りしますから、リース協会が指定する金融機関口座に振り込んでください。

８　貸付期間の終了と貸付機械の譲渡

貸付機械は、貸付期間が終了し、リース協会からの請求に基づき最終のリース料及び譲渡価額を支払っていただいたときに、自動的に借受者に譲渡されます。
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別記様式第１号（第１章第３関係）

特　認　協　議　書

平成　年　月　日

公益財団法人　畜産近代化リース協会

　　理事長　　○　○　○　○　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者　名　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体の場合は、代表者氏名）

公益財団法人畜産近代化リース協会の業務方法書実施要領第1章第3に基づき、関係書類を添えて提出します。

記

１　申請者調書

	所　在　地
	〒

	役　員　氏　名
	別紙のとおり

	設　立　年　月　日
	

	資本構成内容


	

	事業区域
	

	事業の概要

（又は経営の概要）
	

	電話・ＦＡＸ番号
	

	担　当　者　氏　名
	（担当部課名）


２　機械施設の借受計画

	機　械

施設名
	銘柄
	基数
	取得に要する価額

（消費税相当額を含む。）
	再貸付け

の有無
	備考

	
	
	
	円
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３　貸付けを必要とする理由
４　添付書類

　(1)　申請者の定款・規約等、直近年次の事業報告書及び決算書類（貸借対照表、損益計算書等）

　(2)　都道府県畜産主務課室長の意見書

　(3)　販売業者の見積書及びカタログ（設計図）


経営の概要
	事業所名
	（牧場名、農場名等があったら記入してください。）



	所属団体
	（農協、同業者組合（協会）等所属している団体を具体的に記入してください。）



	家畜飼養

頭羽数等


	乳用牛

頭
肉用牛
頭
豚
頭
うち搾乳牛

頭
　うち肥育牛
頭
　うち肥育豚
頭
鶏

羽

飼料作物

作付面積

Ha

　うち採卵鶏
羽



	その他事

業規模等
	（例えば、「ふれあい牧場」等であれば、年間利用者数等事業規模を示す上で適当と思われる事項や規模拡大の状況等を、記入してください。）


	従事者


	家族

名

雇用

名

　うち恒常的雇用

名



	経営の

特徴等


	１　経営上、特に力を入れている経営目標
２　畜産振興に貢献している経営効果
　（　①大幅なコストダウンの実現、②地域における先進的事例、③消費者との連携による畜産物消費拡大、④生産物の品質向上、⑤その他、畜産に関する啓発普及等畜産振興に有益な成果を記入する。

　　　なお、ここに記入したことに関する資料があれば、添付してください。）




別紙１





別紙２









